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９月度豆知識「重要土地等調査法について」 

 

今回の豆知識は「重要土地等調査法」（正式名称は「重要施設周辺及び国境離島等におけ

る土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」）を取り上げたいと思います。 

 

「重要土地等調査法」とは、安全保障上重要な施設（以下「重要施設」という｡）や国境

離島等の機能を阻害する土地・建物（以下「土地等」という｡）の利用を防止するため、重

要施設の周辺や国境離島等を「注視区域」、「特別注視区域」として指定し､国が区域内の土

地等の利用状況等の調査を行い、重要施設や国境離島等の機能を阻害する行為（以下「機

能阻害行為」という｡）が認められた場合には､土地等の利用者に対し､機能阻害行為の中止

等の勧告・命令を行うものです。 

 

「重要施設の施設機能及び国境離島等の離島機能を阻害する土地等の利用の防止に関す

る基本方針」（以下「基本方針」という。）によると、国境離島や防衛施設周辺等における

土地の所有・利用をめぐっては、かねてから、安全保障上の懸念が指摘されてきており、

こうした状況の中で様々な検討や議論が進められ、「重要土地等調査法」が制定されたとの

ことですが、この法律において重要施設とは防衛関係施設、海上保安庁の施設及び生活関

連施設（原子力関連施設及び空港）、国境離島等とは、国境離島や有人国境離島地域を構成

する離島の区域のことを言います。 

 

この法律の規制の対象となる地域は、重要施設の敷地の周囲おおむね 1,000 メートルの

区域内及び国境離島等の区域内の区域で、その区域内にある土地等が機能阻害行為の用に

供されることを特に防止する必要があるものを注視区域として、注視区域のうち、重要施

設や国境離島等の機能が特に重要､又はその機能を阻害することが容易で､他の重要施設や

国境離島等によるその機能の代替が困難である場合は､特別注視区域として指定していま

す｡なお、特別注視区域については、区域の面積の大部分が人口集中地区で、土地取引件数

の多い地区は、経済的社会的観点から特別注視区域ではなく注視区域にとどめているケー

スがあるようです。 

注視区域内にある土地等は、①利用状況についての調査、②調査結果を踏まえた勧告、

命令、③必要がある場合、国による損失補償が定められています。①の調査は土地等利用

状況調査と言い、公簿等の収集を基本とし、必要に応じて、現地・現況調査や報告又は資

料の提出（報告の徴収等）の方法を適切に組み合わせる形で、内閣府によって行われます。

②の勧告、命令は、注視区域内にある土地等の利用者が当該土地等を機能阻害行為の用に

供し、又は供する明らかなおそれがあると認めるときに行われます。機能阻害行為の類型

については基本方針に次のとおり例示されています。 
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・ 自衛隊等の航空機の離着陸の妨げとなる工作物の設置 

・ 自衛隊等のレーダーの運用の妨げとなる工作物の設置 

・ 施設機能に支障を来すレーザー光等の光の照射 

・ 施設に物理的被害をもたらす物の投射装置を用いた物の投射 

・ 施設に対する妨害電波の発射 

・ 流出することにより係留施設の利用阻害につながる土砂の集積 

・ 領海基線の近傍の土地で行う低潮線の保全に支障を及ぼすおそれのある形質変更 

等 ただし、これらは例示であり、実際に勧告及び命令を行うか否かについて、個別具

体的な事情に応じ、適切に判断するとされています。③の補償ですが、基本方針には「適

法に設置した工作物等について、重要施設の機能を阻害することを理由として行われた勧

告に従い、当該工作物等を撤去した所有者に対し、当該工作物等の撤去に要した費用を補

償する場合など」と一例が挙げられています。 

また、特別注視区域のみに課される義務としては届出があります。特別注視区域にある

土地等については、所有権等の移転等をする契約を締結する場合、国への届出が必要とな

りますが、届出についての詳細は以下の表のとおりです。 

 

（内閣府「重要土地等調査法」リーフレット 4頁より） 
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なお、勧告、命令に従わない場合は懲役 2 年以下もしくは 200 万円以下の罰金、届出を

しないで土地等売買契約を締結した場合等は、懲役 6 月以下もしくは 100 万円以下の罰金

に処せられますのでご注意ください。また、この法律の施行に伴って、宅地建物取引業者

が説明すべき重要事項として重要土地等調査法が追加されています。 

 

重要土地等調査法に基づく指定区域については内閣府のホームページ「指定区域の閲覧

（重要土地ウェブ地図）」にて閲覧することができますので、注視区域等の範囲が知りたい

場合はこちらを活用すると便利です。 
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